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How to Introduce Private Management Method to Public Management?:





































行し、とりわけ公共施設整備や公共サービス提供では PPP（Public Private Partnerships）とい
う包括的な概念のもと、PFI（Private Finance Initiative）手法導入を軸にした展開が進んできた
が、この公共投資分野における民間活力導入と管理の手法に関する技術移転の流れには、次







































































　民間活力型事業手法導入の端緒は、PFI 手法導入の根拠となる PFI 法（1999）施行にあっ
たと考えられる。その理由として、PFI 手法導入時期に、同等の民活手法が存在せず、その

















































ブを重視する観点から、民間がよりリスクを負う事業構造を採用し、BOT 方式が PFI 事業の


















































































　VFM は、仮に PFI 事業を想定した場合、どの程度の期待効果が得られるかという効果測
定として定量的に算定し評価する。具体的に「公共が自らで実施した場合のコスト総額「Public 
Sector Comparator（PSC）」と「仮に PFI 事業で行った場合の行政府のコスト負担総額」を
どのように公共経営に企業経営管理手法を導入するか　梶田晋吾　他 9
比較考量する形であり、内閣府のガイドラインに拠れば、VFM（％）＝｛「従来の公共事業の
LCC」－「PFI の LCC」｝/「従来の公共事業の LCC」というシンプルな算定式が示され、長期




















　PFI 事業の実施プロセスは、事業の実現可能性を検討・評価する段階と事業化段階の 2 つ
















































































の担い手となる実施主体が当該事業のみを生業とする SPC（特別目的会社：Special Purpose 








































































　なお、PFI 法施行後 20 年経過した現時点でも、公共と民間の会計原則の相違に起因し、実
務面や現場において取り扱いに関する専門的課題が現存している。前述した VFM の技術的













































































合研究所）、藤木泰斗氏（三菱 UFJ リサーチ & コンサルティング株式会社）、清谷康平氏（三










2） PPP（Public Private Partnerships）：官民パートナーシップに関する定義は様々な関係主体が個々
に実施し多用され概念的である。起源的に 19 世紀前半の道路や鉄道等のインフラ分野とされ、
理論的研究は Oliver Hart が始めたとされる。1992 年に PFI 手法を開発した英国では当時の HM 













5） BOT 方式、BOO 方式事例：BOT 方式や BOO 方式の所有権を民間が持ったまま事業を展開する
事例は PFI 事業の中で約 15％程度を占める。BOT 方式の代表例は滋賀県 21 会館“コラボしが”






7） PFI/PPP の類型：内閣府民間資金等活用事業推進室による「PFI の現状について」（2021 年 2 月
発表）では PPP/PFI 推進のアクションプランの各類型について、類型Ⅰをコンセッション事業
とし、類型Ⅱに収益型事業、類型Ⅳにその他の PPP/PFI 事業、類型Ⅲを公的不動産利活用事業
として PFI や PPP の包含関係が示されている。
8） 費用対効果、経済波及効果：公共事業分野における事業実施の可否判断のプロセスで一般的に




9） NPV（正味現在価値：Net Present Value）、IRR（Internal Rate of Return）：投資案件やプロジェク
トに対する判断指標。NPV は、投資により将来生じるキャッシュフローを割引率によって現在
価値に換算したものから投資額の現在価値を引いたものであり、IRR は内部収益率と呼ばれ、
NPV が 0 になる割引率を示している。
10） CSR 活動：CSR（Corporate Social Responsibility）は、企業が株主に対する責任を果たすだけでなく、
企業活動のフィールドである社会の一員として様々な関係者に対し社会的な責任を果たすため、
環境保護、人権尊重、情報開示、公正取引等といった具体的な取り組みを行っている。
11） SDG’s、ESG：SDG’s は 2015 年に国連がまとめた持続可能な開発目標であり、国、地方公共団体、
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